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一、異なる権利論の承認と「権利観」による交流
　現代中国法を支える権利論の独自性1は、一国二制度の論理を通じて20世
紀末に 2 つの地域（香港およびマカオ）へ波及して現在に至る。香港特別行
政区（以下、香港とする）における権利論は、私たちの法を支える権利論と
現代中国法のそれとの衝突・交流と見ることができ2、2014年香港現象はその
典型例である。2014年香港現象を通して認識したことは、民主主義や民主化
という曖昧だが宗教的な効果を有する概念が、扇情的な言動という嵐を発生
させただけでなく、その信奉者らの扇動によってこれら（民主主義、民主化）
が後退させられたという事実である。
　一国二制度がもたらす衝突をアイデンティティの追求による文明間の衝突
であると評価する向きもあるが、私の興味はそこにない。一国二制度におけ
る交流に存在する法のあり方に最大の興味がある。2014年香港現象は法的衝
突であり、（時に私たちの側に立ち、時に相手の側へと立つ）法の強かさを
示した。そして、法を媒介として難局を乗り切ったのが現代中国法の側であっ
た。もちろん、統合される『香港人』3の反応＝「デモ」参加者を、正当な反
発・抵抗と評価すること自体は否定しない4。しかしながら、アイデンティティ
1 　御手洗大輔『中国的権利論』東方書店、2013年参照。
2 　御手洗大輔「示威の自由に関する日中比較と日本人の課題」『横浜市立大学論叢社会
科学系列』68巻 2 号、2017年参照。
3 　香港人を用いる言説・言動を見ていると、私は大きく二分できると感じている。自
国の法を順守しながらの言説を行なう「香港人」と、自国の法を悪法として見做して、ま
たは無視しながらの言動を行なう『香港人』である。本論考ではこのような意味で香港人
を二分して把握する。
4 　香港人という呼称は2014年香港現象を境に顕在化している。「（自分は）中国人では
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における是非分別の前に、異なる権利論における是非分別への対応を無視し
た言動によって『香港人』と彼らを支援した外国人らが負けるべくして負け
た事実は、民主主義や民主化を劣化させる起点となりそうである5。
　また、この法的交流は、国際問題となる場合がある。日中関係においても
尖閣諸島問題をはじめとして諸々の法的交流を確認できる6。これらの交流に
おいて今日の香港が明日の日本にならないために、異なる権利論を理解し、
私たちの権利論を強化した言説で対応することが求められている7。
　そのため、日本における現代中国法研究の重点は、異なる権利論の比較研
究へと移行する必要がある。確かにどの権利論も刻々と変化する社会に適応
していくものである。そのため社会間の交流が進んで均質化することによっ
て同質化する可能性がないとは言えない8。しかし、どんな権利論も全ての領
域を覆うように固定的に捉えることはできないし、このように捉えにくい中
で、私たちはその通底に存在する価値観や感覚を通じて適当に修正し、他者
との関係を維持している。故に同質化する可能性は否定される。権利論の比
較研究において、その将来的同質化を前提とすべきでない。
　要するに、通底に存在する権利論を反映させた「権利観（rights view） 」
の変化を捉えることが重要である（後述）。そして、この「権利観」を支え
なく香港人である」という意味である。法的に言えば自分が何人であるかは国籍による。
また、人権（表現の自由）に基づくデモ行為が、私たちの法体系におけるそれと異なるも
のであることについて、前掲注 2 を参照されたい。
5 　その後の香港をめぐる民主主義や民主化という概念は陳腐化している。香港議会に
おける宣誓拒否であったり、香港側ターミナルの「西九龍駅」での出入境管理所の設置を
めぐる反発であったり、香港の公共放送RTHKがBBCワールドニュースから中国人民放
送CNRへの変更決定に対する反発等はアレルギー反応と変わらない。
6 　中国側の主張については、差し当たり王軍敏『聚焦釣魚島：釣魚島主権帰属及争端
解決』中共中央党校出版社、2014年を挙げておく。
7 　2014年香港現象後の香港をめぐる民主主義や民主化に関する言動も、「法の支配」の
呼びかけによる対話も、私たちの側の理論的深化が停滞しているから通用しないと言い得
るのではないか。
8 　現代中国法に関して言えば、改革開放政策（80年代以降）による市場原理の導入から、
現代中国が将来的に私たちの社会（資本主義社会）のように変化していくと想定して議論
されてきた。これが、現代中国に関する研究において結論部分で（現代中国側の遅れてい
る）問題を指摘するだけで「研究」と認められてきた所以である。いわば将来的同質化を
前提とし、その是非の評価を与えることを研究としてきたのである。
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る中国的権利論をいっそう理論化することが、学問としての現代中国法研究
を形成し、さらに、この理論化を基にした言説が、現代中国への適切な対応
となるのである。
二、権利観を捉える 3つの視点とマカオの適性
　現代中国法の権利観を捉えてこれを日本法の権利観と比較するためには、
少なくとも 3 つの視点が必要である。第 1 に非国民すなわち、その国家の構
成員でない人々（外国人）の視点である9。しかし、自国（外国）の権利観や
自国（外国）の法秩序に照らして現代中国法の権利観を評価することは是非
の評価でしかなく、それは研究でない。非国民の視点を 1 つの視点にとどめ
ることが、比較する上で絶対に超えてはならない一線である。
　特に外国人視点からの権利観分析における枠組みは、無国籍者の視点から
の権利観分析と異なる。それは「文明の衝突」とも異なるものだからであ
る10。様々な衝突・交流について、近代法から生成できる法的論理を通じて
解釈することを出発点とするものでなければならない11。同時に、権利観の
衝突が、時の経過と共にどのように修正されていくか（来たか）という定点
観測の実施により解釈の変遷を解明する必要がある12。
　第 2 に統合される人々（現地人）の視点である。彼らは自国の法秩序に照
9 　外国法研究はこの側面を当然に含んでおり、日本における現代中国法の研究もその
1 つであるが、是非の評価に傾斜しすぎている嫌いがある。
10　文明の衝突については、差し当たりサミュエル・ハンチントン（鈴木主税訳）『文明の衝突』
集英社、1998年を挙げておく。
11　現代中国法に関して言えば、時効取得のような時効制度や慣習法を法が容認したのは
最近のことであり、建国当初は唯物史観に基づいて時効制度や慣習法を否定していた。そ
のため統合した地域における法は「抵触しない限り有効である」という修正を加えている。
したがって、これは現地の人々のアイデンティティや感情との衝突ではなく、法的論理の
衝突であると解釈し、その論理整合性を検証することが枠組みの維持となる。
12　現代中国法に関して言えば、立法関係者による条文解釈すなわち「立法解釈」が基本
であるため、その解釈の変遷は法改正の変遷であることが多い。司法関係者による解釈を
制限的に容認する制度、すなわち裁判官［法官］による法創造機能を認めない形での指導
性裁判例制度の導入は2010年のことである。字義どおりの司法解釈を実現できるかは今後
の問題であって、それは権利観比較のために不可欠な対象ではなく、純粋な法理論研究の
対象である。
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らして行動する必要があるため、既存の法の枠組みの中で行動するか、それ
を逸脱して行動するかを判断する責任がある。香港を例にとれば、「香港人」
は現代中国の法秩序に照らして行動する必要がある。それ故に、「香港の法
秩序」に照らして行動するという『香港人』の主張は既に詭弁である。2014
年香港現象は、法的論理としては後者（現代中国の法秩序を逸脱して行動す
ること）を選択した香港人の一部すなわち『香港人』が起こしたものである
と言わざるを得ない。
　2014年香港現象に対する海外の評価も、そのデモを香港の民主を守る言動
であるとして正当化した（そして、後退させる口実を与えた）。管見の限り
であるが、それらは「反発には道理がある［造反有理］13」の引き写しにすぎ
ない。個々の価値観を相互に承認する以上、この場合においてその価値観に
基づく法的論理に対する反発を正当化することは、共通の理念の下で交流す
る必要がある。この共通の理念について、近代法を前提とする法治国家の理
念が国際社会の一員であるために其々の国家に義務付けられた理念であるこ
とを承認するのであれば、法治国家の実現自体を否定することは共通の理念
の一方的放棄である。そして、2014年香港現象を通じて法的論理としては、
現代中国法はこの共通の理念を堅持したと言える。
　なお、この視点から見ると、マカオにおける「反離保運動」14は2014年香
港現象と性格を異にしている。マカオ人の一部が起こしたこれらの行動は、
法治国家の理念を放棄していなかった。すなわち、現代中国の法秩序に照ら
して行動する範囲に留まる言説であった。故に合理的な社会運動であったと
も言える15。確かに香港政府の場合と異なりマカオ政府が法案を撤回したこ
とも遠因であるが、「反発には道理がある」の引き写しでなかったという点
13　参照すべき中国語表記について、必要最小限度のものを［　］で示しておくことにす
る。以下同じ。
14　反離保運動については塩出浩和「マカオ反離保運動：「親密圏」における政治的抗議」
『アジア研究』63巻 1 号、2017年に詳しい。
15　2014年香港運動等と比較して検討したものとして参考までに石塚迅「コメント　憲法
と主権からみた台湾・香港・マカオの社会運動」『アジア研究』63巻 1 号、2017年を挙げ
ておく。なお石塚は憲法の「物語」から解釈し、「反離保運動」を定位できないとする。
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で2014年香港現象と同列に扱うこと自体が誤りであろう。
　第 3 に統合する人々（中国人）の視点である。この点については2014年香
港現象を題材に拙稿で既に述べたため、ここでは割愛する16。その枠組みの
み示しておくと、2014年香港現象を支持する「本土派および国外の権利観」
対「親中派および国内（現代中国）の権利観」は、抽象的な人権を承認する
「法の支配（rule of law）」に基づく権利論と、法定の人権を承認する「法に
よる支配（rule by law）」に基づく権利論との対称性により論証できると言
える。私が法的「文明の衝突」とみる所以である。
　以上の 3 つの視点からみるとき、マカオ社会において一国二制度を通じて
統合される人々の権利観が「法の支配」に基づくものか、それとも「法によ
る支配」に基づくものかは判然としない。確かに、マカオ研究においても民
主主義の将来や民主化というバロメーターと結び付ける言動は多い。これら
の言動によれば、対中国大陸ないし対北京政府として論じる中で、マカオの
人々が強かであると評価するほか、疑似的な作り話である茹でガエルである
と評価するもの等を散見できる。
　とはいえ、マカオは現在のところ冷静な法的分析が困難な状況となってし
まった香港までに至っていない。現在はまだ現代中国の法秩序の枠組みの中
で挙動する現地人の視点が存在している。要するに、私たちにとって最も解
明すべき中国的権利論の波及と私たちの権利論との関係について分析に適す
る環境がマカオには存在していることが、希少価値を生んでいる。
三、権利観比較の意義――中国的権利論のキャッチアップ
　香港のそれが冷静な法的分析の困難な局面に入ってしまったため17、マカ
オの適性を強調しがちとなるが、権利観比較の調査は純粋に非政治的評価に
16　前掲注 2 参照。
17　香港の法秩序も後述するマカオの法秩序と同じく 3 つの法・法文化の融合した地域で
ある。香港のそれは返還前のイギリス法の継受による西洋法、伝統中国法および現代中国
法という三つの法・法文化の融合である。また、返還直前に民主化の啓蒙が芽生え、根付
いていたという点では権利観比較にとって最適な地域であったと私は現在でも考えている。
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とどまるものである。結局のところ私たちがいま最も解明すべきは、一国二
制度を通じた中国的権利論の波及に対する私たちの権利論との関係性を知る
ことである。権利観はそれぞれの権利論の表出であるため、権利観比較は法
なるものを深く理解するための学問上の調査にすぎない。故に、権利論の将
来的同質化や権利観の優劣を調査目的とするものでもない。
　マカオの法秩序はポルトガル法の継受による西洋法、伝統中国法および現
代中国法という 3 つの法とその文化の融合である18。しかし同時に、現代中
国法が組み込んだ一国二制度の象徴である香港特別行政区基本法（以下、香
港基本法とする）と澳門特別行政区基本法（以下、マカオ基本法とする）を
比較すれば、両者の類似性が極めて高いことを見て取れると言われてきた。
さらに、先行研究においては細部の相違に注目すればマカオの中国系住民や
ポルトガル系住民への配慮があるとする指摘もある19。
　しかしながら、以上の先行研究に代表される議論は私たちの権利論との関
係性に注目するものでなかった。確かに、例えばマカオ返還に伴う現地化の
法的諸問題すなわち、平穏な政権移行、マカオ特別行政区成立後の円滑な行
政運営に最も不可欠で切迫性のある現地化という課題について、主として公
務員の現地化、法制度の現地化および中国語の公用語化の問題に絞って検討
した論考も確認できるが20、私たちの権利観との比較を行なったものではない。
なぜならば、権利観の比較を行なうための、現地の日常生活の中に身を置く
外国人の視点に関するデータが、絶対的に不足していたからである。
　そして、今から思えばこの権利観比較における前提の欠如が対中関係にお
ける法的リスクを見誤らせている。例えば、対中関係における法的リスクを
18　マカオ法の比較法史的位置づけについて後藤武秀「研究ノート　マカオ法調査報告」
『珠江デルタ地帯における西洋近代法と伝統的宗法規範の対立と同化に関する研究』（ア
ジア文化研究所研究年報）50巻、2015年がある。後藤はマカオ在住の法学者 Paulo Nunes 
Correia の議論から法系の整理を行なった。また、佐藤美由紀「マカオの法的多元主義（ 1 ）
16世紀から18世紀半ばまで」『杏林社会科学研究』28巻 1 号、2012年もある。
19　高橋強「マカオ基本法の特質と過渡期におけるその機能」『創大アジア研究』15号、
1993年参照。
20　葉凌凌「マカオ返還に伴う「現地化」の諸課題に関する一考察」『熊本法学』96巻、
1999年参照。
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コントロールする中で、「法の支配」理念をめぐる議論は益々通用しなくな
るであろう。この原因は、中国的権利論に照らして「法の支配」を解釈する
ことが、私たちの解釈する「法の支配」理念と同一の理念を共有していない
ためである21。
　この原因を解決しない状態が続けば、主権国家が最終的に圧倒することは
2014年香港現象で既に証明された。デモを支持する『香港人』の主張は、「法
の支配」理念の下で中国的権利論を拒否し、共に存在しさえすればよい＝共
存を求めたものであった。一方、統合する人々の視点すなわち中国的権利論
は「法による支配」理念と親和する。そのため、この要求を容認できない。
百歩譲ったとして必要な法的論理の修正がなければ無理な要求であった22。
その一方で、外国人の視点（西欧法の理念）に基づけば、『香港人』の主張
は「法の支配」理念と親和するため、統合する人々の侵略に対する反抗が正
義で、この反抗は一点の異論も見つからないほど完全に正しいものに映る。
そして、この信仰に近い正義の主張は、20世紀から現在のほんの少し前まで
唯一の神通力を発揮していたものであった。
　この三つ巴の争いは、正義の反抗に対して内政干渉という主権国家の（正
義の）口実と再抑圧の契機を与えるという過去の歴史を香港において繰り返
した。過去のそれと異なり結果が相反した原因は、優位性の逆転による神通
力の低下にある。持久戦による戦線の先細りと内部対立、香港人にならない
霞のような外国人に対する訴求力の低下から主権国家が圧倒した。直視すべ
きは、銃がペンに勝ったと評価することではなく、ペンとペンの戦いに敗れ
たこと、すなわち優位性の逆転を構成する要素の中に法的要素の存在を確認
できることである。
21　現代中国を見誤る原因もここにある。理想の現代中国を研究することは研究でなく、
ただ日本で実現できないでいる理想を無意識のうちに現代中国に押しつけ、その理想を実
現できない現代中国に対して劣等生の烙印を繰り返し押印する肉体労働に等しい。そこに
知的活動の産物と言えるものを期待することが間違っていよう。
22　当時の全国人民代表大会常務委員会が示した 8 月決定（「全国人民代表大会常務委員
会関於香港特別行政区行政長官普選問題和2016年立法会産生弁法的決定」第12期全国人民
代表大会常務委員会第10回会議採択）は現実的な妥協案であったと言える。
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　現時点で先行しているのは中国的権利論の方である。統合する人々の権利
観は、この再抑圧において、共に干渉し合いながら存在する＝共生こそが多
元化社会の実現であ（り、真の国際化であ）るという「共生」論理を所々に
忍ばせながら法治国家であることを強調し続けている。この論理は私たちの
権利観にとって致命的脅威である。しかも、この致命的脅威が対中関係を新
しいステージへ入らせようとしている。私たちの権利観を理論的に強化して
優位性の再逆転を成功させなければ、今後圧倒されよう。
　要するに、いま権利観比較を必要とする理由は、新たなステージに入らざ
るを得ない中で、私たちの側が後行している（キャッチアップせざるを得な
い）という危機感からである23。理論的強化に失敗すれば、私たちの権利観
は中国的権利論の影響を否応なく受け入れ、変容することになろう。
四、類似の調査分析との異同について
　類似の調査分析として本稿では 2 つほど検討しておくことにする。 1 つは
所謂「法意識」の国際比較である。例えば、中国人の法意識に関する調査が
ある24。もう 1 つは「所有意識」に文化的な違いや力動的な文化現象として
の所有の性格に注目する日中比較である25。前者（法意識の国際比較）は前
提とする権利論ないし権利観を同一視する点で権利観比較と異なるし、後者
（所有の性格比較）は法的解釈を前提とするものでない点で権利観比較と異
なるものである。
23　私たちは共存可能性の探求ではなく、共生可能性を探求するための権利観比較を模索
する必要がある。また、試行錯誤を経て確立する権利観比較に関する調査方法は、実際に
異なる法文化の融合地域における複数の権利観の適応状況を明らかにする持続的調査を構
築することが望ましい。
24　法意識国際比較研究会「中国法意識スケーリング（ 1 ）」『名大法政論集』183号、
2000年 6 月；同「中国法意識スケーリング（ 2 ）」『名大法政論集』184号、2000年 9 月；
同「中国人の法意識（一）1995年中国全国調査」『ジュリスト』1169号、1999年12月；同
「中国人の法意識（二）1995年中国全国調査」『ジュリスト』1172号、2000年 2 月；同「中
国人の法意識（三）」『ジュリスト』1173号、2000年 3 月；同「中国人の法意識（四）」『ジュ
リスト』1178号、2000年 6 月および同「中国人法意識（五）」『ジュリスト』1188号、2000
年11月。
25　山本登志哉らによる所有意識の違いに関する論考がある（山本登志哉ほか「文化的所
有意識の法心理学：日中大学生の比較調査」『法と心理』11巻 1 号、2011年参照）。
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　まず「法意識」という枠組みで捉える場合、そこでは国家対個人という二
極を多少とも意識することになる。そうすると、インタビューイは対国家の
視点を中心に回答することになる。法治国家として社会に対する法の浸透の
程度を測る意味では有用であるが、異なる法すなわち異なる正義を承認する
場合は、その比較分析が困難になる。前述の致命的脅威に照らせば、共生の
実現においては十分な因果関係を解明できないと思われる。
　一方、「所有意識」という枠組みで捉える場合、「法意識」という枠組みで
は捉えられない個人対個人という二極を中心に意識できる。そうすると、イ
ンタビューイは自分の視点を中心に回答することになり、この分析は活きた
法の遭遇を期待できる。前述の致命的脅威に照らせば、共生の実現に対する
因果関係の解明も期待できる。とはいえ、インタビューイの個体差（例えば、
有職者と無職者等）という限界が付きまとうため、権利観比較に適する質問
票の提示が必要になると思われる。
　以上をふまえて権利観比較の調査を特徴づけるならば、それは、個人対個
人という二極を中心とし、その中で共生の実現に対する因果関係を法的に示
す社会現象を抽出し、それをそれぞれの権利論に基づいて、それぞれの権利
観として描き出す手法であると言える。つまり、権利観（rights view）と
は権利に関する価値観のことであり、法的根拠（関連する法文、契約書や判
決文等の証拠）の解釈による裏付けのある概念である26。法解釈を通じてそ
の個体差の影響を最小限に留められる点でインタビューイの個体差問題を解
消し、同一の法を要求しない点で実定法の限界を解消できる。また、権利論
と比べて社会の変化に順応した事象の抽出を期待できるため、権利観の定点
観測によって権利論の変遷を説明することも期待できる。
26　インタビューイの権利の享有性、すなわち例えば刑法上における責任能力（責任無能
力・限定責任能力）や民法上の責任能力（未成年者の責任能力、心神喪失者の責任能力等）
のほか、憲法上の人権の享有主体性（外国人の人権、法人の人権等）といった個体差の影
響は変わらず受けることになる。が、これらの個体差は法的論理の中で既に対応している
個体差であり、其々の権利論に基づく権利観を描く中で解消可能である。
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五、事前調査の結果に基づく留意点
　最後に、マカオ調査に関する初歩的考察を整理しておくことにする27。筆
者らはマカオにおける権利観の比較研究を行なうための探索的調査を既に実
施している28。本来であれば聞き取り調査を個別に実施すべきであったが、
物理的な制約からインタビューイに集まってもらい、一斉に聞き取り調査を
実施した29。サンプル数は 5 名で、女性に偏っている。なお、在澳日本人永
住者数は男女合わせて90名程度である30。
　今回の調査で得たデータから、3 点ほど指摘しておくことにする。第 1 に、
在澳日本人の中には外務省の在留邦人に関する分類の中の特殊な場合に該当
する人が多く存在するだろう予測が立つ点である31。
　マカオには「永住権制度」が存在するため、在留国の国籍（中華人民共和
国国籍）を所持しなくともマカオ市民（ID取得）の恩恵が受けられる。例
えば、ベーシックインカムの形で「年9000マカオパタカ（約135000円）が、
年齢順で順次減額される形で支給」（調査サンプル2017- 1 ）されている。「投
票も行える」とのことであるため、マカオ市民とは外務省の在留邦人分類に
おける永住者に原則該当する32。同時に、マカオには36ヶ月（ 3 年）以上マ
27　本稿で分析対象とした調査データは、筆者らが2017年 2 月に実施した聞き取り調査を
基にしている。この調査はマカオ在住歴17年のY氏を通じて実施できた。ここに記してお
礼申し上げる。なお、筆者自身は2016年 3 月にマカオを訪問し、探索的調査の可否につい
て検討しており、この時の記録も以下、適宜参照する。
28　在澳関係者および複数の調査補助者の協力の下、2017年 2 月に実施した。
29　実施日時は2017年 2 月24日15時から18時（適宜休憩をはさむ）で、実施場所は澳門金
沙城中心暇日酒店である。
30　外務省領事局政策課『海外在留邦人数調査統計』平成29年版によれば、マカオ（澳門）
の在留邦人数は554人（男性294人、女性260人）である（2016年10月 1 日現在）。その内訳
は永住者が87人（男性43人、女性44人）で、長期滞在者が467人（男性251人、216人）。こ
れらの数値は本人だけでなく、同居家族も含まれる。したがって、同程度の在澳日本人男
性に同じ質問票で探索的調査を実施し、データを収集することにより適切な質問票を作成
できる目途が立つと思われる。
31　外務省の在留邦人に関する分類によれば、海外に 3 か月以上在留している日本国籍を
有する者を「在留邦人」とし、いずれ日本へ帰国するつもりの邦人を「長期滞在者」、生
活の本拠地を海外へ移した法人を「永住者」としている。
32　永住の意思はないが、長期滞在が可能な他の資格がないためにやむを得ず永住権を取
得したり、国際結婚により永住権を取得したが、いずれ帰国するため永住する意思はない
場合等の場合は、本人の届出により「長期滞在者」に分類する場合があるとしている。
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カオを離れた場合に喪失する権利として「居留権」が存在する33。少なくと
も居留権取得者は長期滞在者に該当するが、在澳日本人で帰国するつもりの
ない場合は永住者として整理する可能性が残ることになる。
　ちなみに、中華人民共和国国籍を有する中国人［公民］34およびポルトガ
ル国籍を有する住民（ポルトガル人）以外で永住者［永久性居民］すなわち
マカオ市民になる要件は、マカオ特別行政区の成立以前または 7 年以上マカ
オに居住することとされる35。「以前は投資ビザのみでID取得が可能であった」
（同2017- 1 ）そうである。「ごく一部の産業に異常に傾斜する体制が構築さ
れたこと」がもたらした弊害かもしれない36。仮にマカオ市民の失業率を抑
制する政策の結果として取得が難しくなっているという事情があるとすれば、
権利観にも大きな影響が認められるはずである。
　マカオ市民か居留権保持者かによる法的影響の典型例は、就労の可否であ
る。今回の調査で得たデータからも在澳日本人の中には就労可能となる労働
ビザの発給を受けている人と受けていない人の存在を確認できる。マカオ人
の伴侶を得てマカオ入りする場合37、論理的にはマカオ市民となる。故に、
「店舗とネットショップで自分のブランドを販売している」（2017- 2 ）のも
可能なのであろう。その一方で、伴侶のマカオ勤務に伴いマカオ入りする場
合、論理的には 7 年以上のマカオ居住歴が必要であるため、居留権のみ保持
していることになるが、「働くためには労働ビザの取得が必要」（2017- 4 ）
とのことである。故に、労働ビザを取得するためには就労に必要なスキルと
33　「居留権」はマカオ特別行政区の成立とともに設定しているという（陳海帆『澳門的
居留及身份識別制度』社会科学文献出版社、2013年、89頁参照）。
34　この中国語について、本文の意味に照らして「国民」と訳すもののほか、日本では「市
民」「公民」と訳すものが乱立している。しかしながら、事実は次のとおりである。中華
人民共和国が成立した後、最初の憲法性文書とされる中華人民共和国共同綱領（1949年）
では［人民］に言論の自由等の権利を認めていたが、その後現行憲法を含む 4 つの憲法で
は、いずれも［公民］に言論の自由等の権利を認め、そして国家権力が［人民］に属する
こと、すなわち主権者が人民であることを規律し続けている。
35　陳海帆『澳門的居留及身份識別制度』社会科学文献出版社、2013年、96頁参照。
36　大島一二「マカオの経済発展と就業構造の変化」『桃山学院大学経済経営論集』55巻 1・
2 号、2013年、21頁より抜粋。
37　マカオ特別行政区居住民身分証の申請書類には婚姻の有無（未婚でない場合は結婚証
明書、離婚証明書あるいは配偶者の死亡証明書の添付を必要とする）の項目がある。
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して英語だけでなく「中国語（普通語）の勉強を始めるつもりでいる」とい
う（2017- 4 ）ように、マカオ市民でない＝ID未取得という不足分を補てん
する意識が生まれるようである。ここでは業種別の労働ビザの取得要件を確
認したうえで具体的な就労態様を把握する必要がある。とはいえ、より多く
のサンプルを取得することによって権利観の特徴を描けるのではないか。
　以上から留意すべきは、具体的な質問票の作成にあたってインタビューイ
が、（制度的には）永住者か長期滞在者かを識別する必要があることである。
但し、同時にインタビューイによっては居留権の有無と混同している回答も
確認できる。そのため、身分証の提示を依頼したり、政府から年次の現金給
付を得ているか否かを確認する形で識別する必要があろう。また、職種の確
認や締結した労働契約書の有無、月当たりの収入を把握できる質問項目を設
定することにより実際の就労の可否の程度を把握することも、権利観を描く
うえで必要であるかもしれない。
　第 2 に、「マカオ日本会」を通じて知り合い、情報交換をし合う中でも個々
の行動範囲が極端に異なることを確認できた38。各人のライフスタイルによっ
て、その周囲の外国人（マカオ人、中国人等）との関係性に濃淡が生じるの
は当然であるが、このような中で他の権利観の影響に対して如何に対処して
いるか、また同じ権利観の中で如何に波及していくかという伝播の因果関係
の分析を期待できる点が重要である。
　例えば、専業主婦である場合、「『マカオの人』の仕事の意識の低さ」（2017- 3 ）
が目につき39、その行動を堕落的と評価し、マカオ生活に自分が慣れること
で妥協しようとしていると回答しつつ、入澳時と比較してもらう中で「欧米
の人が多くなった気がする」（2017- 3 ）ことから「住みやすくなっていくの
ではないか」という外的要因を意識した回答に変化するインタビューイを確
38　マカオ日本会（The Japan Society of MACAU）は1973年に設立された日本に関する
現地のコミュニティで、2008年 6 月にマカオ政府に正式登録を済ませた非営利団体である。
マカオ（澳門）に住む邦人の交流、親睦、地域社会への貢献に努めている。なお、日本に
関するコミュニティを目指すという意味で「日本人会」でないそうである。
39　この回答における「マカオの人」がマカオ人を指すのかについては、確認できていない。
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認できた。その一方で、同じ専業主婦であっても「香港まで買いに行く必要
があったものが、規制の緩和によって少しずつ手に入るようになってきた」
（2017- 4 ）というように、物流の一面から捉えるインタビューイが存在した
り、マカオの変化を「観光産業以外の一般人でも英語が通じるようになって
きたかもしれない」（2017- 5 ）ことから「国際化が進んでいるような気がする」
（2017- 5 ）というように肯定的に評価するインタビューイも確認できた。
　ここではマカオ日本会を通じて情報交換をしている中でも其々のライフス
タイルによって自分にとって重要な情報を取捨選択している傾向を見て取れ
る。いずれも物を通じて周囲に対する見方を異にしており、最大公約数的な
物に注目することによって権利観の変容を見いだすことができるのではないか。
　ちなみに、自由業に従事しているインタビューイからは、消費を意識した
税免除政策を即座に打ち出したマカオ立法会の行動を「非常にアクティブ」
（2017- 1 ）と評価し、「カジノ収入の規模がマカオ市民を十分に支えている
からマカオの姿勢は変わらない」（2016- 1 ）という短期的な変化ではなく、
長期的な変化の有無からの回答も得た。このような視点がマカオ日本会を通
じてどのように波及しているのかを見ることによって、権利観の均質化の濃
淡や共生のあり方を探索できよう40。
　以上から、具体的な質問票の作成にあたっては、個々のライフスタイル（例
えば周囲の人間との関係性等も含めて）を基にして特定の物を対象にインタ
ビューすることで権利観の異同を把握する項目が必要であると言える。した
がって、個々のやりたいこととその障害の有無に対する自覚の有無をセット
にして何セットかを聞き取れるような質問票の作成が望ましい。空欄の時系
列図を利用してエピソードを思い出させながら回答させる方法も有効だろう。
例えば、比較文化心理学や心理検査における投影法等のように、同心円状の
図の中心にインタビューイ自身を置く形でインタビューイ自身に書いてもら
40　理論的には、中国的権利論を現代中国法が放棄するか、私たちの法が中国的権利論に
代替することによって将来的同質化の可能性が生まれると言える。が、これは権利観の比
較調査が目的とするところではない。
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う作業を加えることも必要かもしれない。なお、外的要因と内的要因を区別
することが権利観比較では不可欠であるため、関連する法令や政策を確認す
る質問項目を必ず加えておきたい41。
　第 3 に、「建物の作り」や「食の安全」についての見方が一致しているこ
とを確認できた。在澳日本人に共通する権利観を示せることが期待される。
例えば、「民間の建築会社の不動産よりも政府検査済みの不動産の方が建築
基準等の監査をしっかりとやっているため安心できる」（2017- 1 ）こと、「作
りがおかしく、しょぼい。というのも足音や水音が聞こえる等の手抜きと
しか思えない」（2017- 2 ）ほか、「良い服も水との関係ですぐ駄目になる」
（2017- 3 ）し、「マンションの契約時に部屋の中の状態を退去時のまま（信
じられないくらい汚いし、臭かったり、カビが生えている状態）で見せるの
が不思議」（2017- 4 ）というように、日本の建物の作りと比較した回答が揃っ
た。これらの回答の背後には日本における物件探しの常識すなわち、日本人
の権利観が存在しているように思われる。
　また、「スーパーの商品の品質（カビの生えたイチゴを普通に売っている等）
に不安で、同じスーパーでも日本産のものをよく買う」（2017- 2 ）ようにしたり、
「食材が悪い（値段が高いうえに腐っていたりする）ために作るものの大半
が中華料理になる」（2017- 3 ）とか、「買い物、交通、清潔さ、物の品質等、
日本で当たり前の事が当たり前にできないこと」（2017- 4 ）から不便を感じ
ているという回答も一致していた。これらの回答の背後にも日本における食
に対する安全神話や、このような神話を支える日本人の権利観が反映してい
るのではないだろうか。
　要するに「食」と「住」に関する権利観は日本法的なそれを抽出しやすい
と推測される。「食」や「住」について不便や問題であると感じていること
を聞くと同時に、その対処について確認する質問項目を設けることにより、
41　マカオ法の各名称は、「～法」「～法典」「～通則」「～組織法」「～綱要法」「～制度」
「～法律制度」「～規章」「～施行細則」「～章程」のいずれかから構成される（陳震宇『澳
門立法』三聯書店（香港）有限公司・澳門基金會、2015年、58頁参照）。
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個人（自分）・社会（コミュニティ）・国家（政府）と複数の権利観との関係
性を捉え直して理論的強化を期待できると言える。
六、今後の調査予定について
　本稿において予定している権利観の比較調査は、巻末の質問票の項目だけ
で完結するものではない。探索的調査を含む事前調査を通じて実感したこと
は、権利観の論証が、他の学問分野を横断する必要があるという点である。
第 1 に、調査を実施するにあたって、その回答のもつ背景（文化や歴史）を
斟酌するために、現地語（主に広東語。必要に応じてポルトガル語）に通じ
た言語学の協力が必要である。第 2 に、調査結果の分析において、その心理
的な因果関係を分析するための心理学の協力が不可欠である。そして第 3 に、
その社会に生きる個人の経済的側面を把握するための経済学・経営学の協力
が、権利観の適応方向を規定づける要因として働いていると言える。
　筆者は幸い「日中間の法文化の衝突と共生の可能性」というテーマで共同
研究を実施する共同研究グループに属している。そこで、巻末の質問票を原
案として、まずはその完成版を作成したい。そしてその調査票を基にして、
近い将来、マカオにおいて権利観の比較調査を実施し、現地邦人の視点に関
するデータを整理したい。
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追補：質問票（雛型）の部分抜粋
【調査研究への協力のお願い】
　この調査は、海外に在留されている邦人の方を対象に、現地生活において
気づかれたこと、疑問に感じられたことを聞き取り、そこから日本と海外に
おける様々な場面（文化、習慣、経営、法律など）の差異を分析し、比較研
究することを目的として実施するものです。
　本日は、調査へのご協力、誠にありがとうございます。私たちは、マ
カオに在留される邦人の皆さんを対象に、マカオでの生活をはじめとし
て、皆さんの周囲にいらっしゃる人々との関係、皆さんのマカオについ
てのイメージなどについて伺いたいと思います。聞き取り時間は約 2 時
間弱を見込んでいます。疲れたら休憩を入れますので仰ってください。
　また、本日の聞き取りでお話し頂くことについて、より正確に検討す
るために録音させて頂くことを皆さんにお願いしています。ただし、調
査内容については匿名化するため、皆さんのプライバシーは完全に守ら
れますので、ご安心ください。さらに、本日お話し頂いた内容について
は、匿名化の一環として、内容に影響しない形で一部個人情報が分から
ないように削除・変更して書き起こしたうえで、後日ご確認して頂き、
使用の許可を改めてお願いしています。私たちは、皆さんからの許可が
ない限りその調査記録を使用致しませんので、ご安心ください。
　なお、これから質問させて頂く内容のうち、答えたくない質問があれ
ば、答えて頂かなくて大丈夫です。また、質問で解りにくいところがあ
れば、お尋ねください。聞き取り終了後に仰って頂いても構いません。
　本日（＿年＿月＿日）のインタビューア（質問者）は＿＿＿＿＿です。
109
御手洗　研究ノ トー　権利観の比較調査に関する準備として
　インタビューア：＿＿＿＿＿＿＿　インタビューイ：＿＿＿＿＿＿＿
質問 1 　インタビューイの基本情報について
質問 2 　入澳の目的、永住者・長期滞在者の整理について
質問 3 　インタビューイの生活の変化について
　過去と現在の間にマカオ入りした時期を設定し、その時々の生活に対する
満足度の高低を曲線で記入してください。また、その曲線が変化した時に起
こった出来事について教えてください。
　
氏名 配偶者 有・無
出身地 子ども 有・無
年齢 海外経験 有・無
入澳時期 マカオ日本会 入会・未入会
入澳目的 周囲の反応
入澳意識 積極的・消極的 現在の意識
利用言語 年次給付 有・無
帰国意志 有・無 給付額
満
足
度
満
足
度
過去 現在 未来
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質問 4 　住環境について
　（ 1 ）　 現在のお住まいは、誰が選ばれましたか？／選ばれるまでに何件ぐ
らい物件を見ましたか？
　（ 2 ）　選ばれた決め手は何でしょうか？
　（ 3 ）　現在のお住まいから外出する場合の交通手段は何でしょうか？
　（ 4 ）　 現在の住環境について、満足している点と満足していない点を 3 つ
ずつ教えてください。
　（ 5 ）　他人にお勧めできるお住まいの地域や建設会社はありますか？
質問 5 　食環境について
　（ 1 ）　お好きな料理と嫌いな料理を 3 つずつ教えてください。
　（ 2 ）　自分で料理をされますか？
　（ 3 ）　 平日の朝昼晩の食事はどこで摂られていますか？／食材・料理の購
入場所はどこでしょうか？
　（ 4 ）　 現在の食環境について、満足している点と満足していない点を 3 つ
ずつ教えてください。
　（ 5 ）　他人にお勧めできる料理やお店はありますか？
質問 6 　マカオ社会の印象とその変化について
　（ 1 ）　 初めてマカオに来た時の印象は、喜怒哀楽で表現するとどれにあた
りましたか？／最初にマカオに来た時のことで今でも覚えているこ
とは何でしょうか？
　（ 2 ）　 初めてマカオに来た時と比べて、マカオの印象が変わった点はあり
ますか？
　（ 3 ）　 マカオの町（建物や都市の景観など）について、マカオで生活し始
めてから現在までで、変化したと思うことは何ですか？
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　（ 4 ）　 自分を中心にして周囲の人々やお店、学校、企業等との関係を教え
てください。
　
質問 7 　抱えていた・抱えている問題について
　（ 1 ）　 これまでの聞き取り調査で「建物の作り」や「食の安全」について
問題があるとの回答がありました。同じ問題を抱えていらっしゃい
ますか？／具体的にそれはどんな問題でしょうか。
　（ 2 ）　その他に抱えていた問題、または抱えている問題はありますか？
自分  
